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令和７年度 第３回荒尾市総合計画審議会 議事録要旨 

 

 

【日  時】   令和７年１０月２２日（水） １０:００～１１:５０ 

 

【場  所】   荒尾市役所 市長公室 

 

【出席委員】    １１ページを参照 

 

【 事 務 局 】          吉田総合政策課長、林田課長補佐兼政策推進室長、末吉 

           

 

 

記録者：総合政策課 末吉 
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１．開会 

  総合政策課吉田課長が開会を宣言し、配付資料の確認を行った。 

 

２．会長あいさつ 

  田中会長があいさつを行った。 

現在、熊本県立高校のあり方検討会副会長として、高校数を維持しなが

らの地域構想という革新的な取り組みを進めている。今夏、荒尾市の岱志

高校と有明高校で合同ワークショップを実施した。地元中学生が地元高校

へ進学し、将来的に地域に定着することが重要である。 

また、通潤橋が土木遺産として初の国宝認定を受けた。熊本県では小学

4 年生全員が通潤橋を学習するという県全体での統一的な教育を実施して

おり、これがシビックプライドを育んでいる。 

総合計画では、現在の産業振興だけでなく、長期的視点での人材育成と

若者が戻ってこられる地域づくりが重要である。財政調整基金の枯渇も報

道にあったが、大規模再開発に伴う計画的な支出であり、道の駅整備や市

役所機能の一部移転など先行投資を進めながら、民間開発の促進と人材育

成に注力していく。第 7 次総合計画策定に向けて、活発な議論と参加者全

員の意見を求めたい。 

 

３．議事 

  荒尾市総合計画条例第８条第２項に基づき会長が議長となり、田中会長

が以降の議事を進行した。 

 

（１）荒尾市人口ビジョン（案）について 

  林田課長補佐が、資料１に基づき説明を行った。主な意見等は以下のと

おり。 

 

≪主な意見等≫ 

○  総合計画の基盤となるのは人口であり、その点が最も重要だと考

えている。地方創生の取り組みはこれまで人口減少を食い止める

ことを目的としていたが、それが難しいと分かった今は、人口が

減少しても働きやすく暮らしやすい社会をどうつくるかが課題だ

と思う。孤立の問題も大きく、熊本地震やコロナ禍のような状況

では人とのつながりが失われることが良くないと感じる。子ども

や高齢者など、誰にとっても社会的な関わりが必要である。人が

多ければいいわけではなく、少ない人数でも生き生きと暮らせる

地域を目指すべきである。今の高齢世代は昔よりも元気で、活力

があり、そうした姿が希望になる。人口の現実を冷静に見つめな
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がらも、希望を持って地域づくりを進めていきたいと思う。 

 

○  市街化調整区域の線引きによって、農地となっている地域では家

を建てられず、府本に住みたい人がいても約 30 年前から制限が続

いている。そのため、お世話をしたくても住宅を建てられない事

情から断らざるを得ないケースもあり、この線引きが地域にとっ

て大きなネックになっていると感じる。投資計画についても、市

街化区域か調整区域かという線引きが関わっていると思う。 

→平成 10 年ごろに市街化区域の線引きは見直されたものの、現在

もコンパクトシティの考え方などから一部地域では制限が設け

られている。中心市街地への居住を進める一方で、全体として

は各地区に人が住みやすい環境を整えることが重要であり、地

域のバランスを見ながら開発を進める必要があると考えている。

（事務局） 

 

○  合計特殊出生率は現在 1.25 で、将来推計では全国の見直しを踏ま

え 1.6 程度を想定しているが、1.25 を 1.6 に引き上げられるかは

希望的観測の域を出ないため、その裏付けがない限りこの推計を

前提とする判断は慎重さに欠けるのではないだろうか。 

→過去 10 年には合計特殊出生率が 1.8 の時期もあり、現在の 1.6

という推計は特に高めに見積もったものではないと考えている。

今後はこれ以上低下しないよう、市としてしっかりと取り組ん

でいきたい。(事務局) 

→高校生と関わることが多く、子どもたちにとって荒尾市はグリ

ーンランドの存在もあり良い印象を持たれていると感じる。遊

園地だからといって軽視できず、かつて炭鉱のまちだった荒尾

市のイメージも変わりつつある。今後、あらお海陽スマートタ

ウンに多くの人が入る中で、荒尾市らしい楽しい学びの場とし

ての教育を進めていけるかが重要だと思う。（会長） 

 

○  近隣では、玉東町は出産よりも「子育てのまち」として取り組ん

でいて、実際に子育て世帯の来訪が増えていると感じる。 

私も荒尾市立図書館をよく利用するが、多くの子育て世代の母親

が訪れているのを目にする。今後、あらお海陽スマートタウンの

整備などにより、これまでの流れが逆転し、地域に人が戻ってき

ているのではないか。財政面の課題もあるが、こうした傾向を注

視することは意義があり、体感的にも若い世代が増えている印象

を受ける。 
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→数字では見えない体感は大事で、そうした実感を共有してもら

えるのは非常にありがたい。菊池市のキクロスでも、図書館で

は子ども連れの方が多く、子どもも笑顔で過ごし、親も安心し

て交流している様子が見られ、とても良い雰囲気だった。先日

の高校生ワークショップも前向きで活気があり、それぞれの高

校で特色がみられた。県立と私立が一つずつあることで、相乗

効果も感じられる。元気さや熱量がまちの力になると感じてお

り、この流れを大切にしたいと思う。（会長） 

 

○  行政施策の多くは、人口を基礎単位として設計されているため、

人口推計は極めて重要だと思う。これまでの総合計画における人

口推計は、期待を込めて人口増を目指していたが、実際は未達で

あり乖離が大きかった。今回の総合計画では、単なる希望的観測

ではなく、現実的で減少トレンドを前提とした数字を掲げてある。

人口減少をしっかりと受け止めたことを評価したい。 

→計画は作って終わりではなく、定期的な見直しやフィードバッ

クが重要だと思う。時間をかけて検証しないと、計画が他人事

のようになってしまうため、自分事として取り組めるまちづく

りを継続して進めることが大切だと考える。総合計画には、モ

ニタリングの仕組みをしっかり組み込む必要があると思うが、

その点で何か工夫があるのか知りたい。（会長） 

→今年度は計画策定を中心に進めているが、来年度以降は進捗状

況についても報告していきたい。次回の会議では各施策の目標

値や KPI を設定する。あわせて人口の状況も毎年確認する予定

で、設定とのずれが生じた場合には再計算を行い、適宜見直し

ていく方針である。（事務局） 

 

 

（２）第７次荒尾市総合計画（仮称）骨子（案）について 

総合政策課の末吉が、資料２に基づき説明を行った。主な意見等は以

下のとおり。 

 

≪主な意見等≫ 

○  今は骨子ができた段階であり、今後は具体的な行動に落とし込む

ことが重要だと思う。計画を立てるだけでなく、実行と検証の流

れを意識し、どう具体的に進めるのかを考えていく必要がある。

行政改革推進審議会でも基金などの数字が示され、現実の厳しさ

が共有された。だからこそ、行政と地域、市民が一体となって、
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この計画を実際のまちづくりに生かしていくことが最も大切だと

思う。 

→この計画は中長期的な視点で幅広い内容を扱うものであり、施

策の方向性を示しつつ、今後は各課と連携しながら事業化を進

めていきたい。令和 8 年度の予算要求も見据え、実施可能なも

のから取り組んでいく方針である。計画本体では個々の事業レ

ベルまでは踏み込んでいないが、今後は成果を振り返りながら、

事業の結果を整理・報告していく予定である。（事務局） 

 

○  近年はグローバル化の進展により外国人住民も増え、事件なども

多くなっていると感じる。そのため、防犯灯の設置など具体的な

安全対策を早急に進めてもらえると、地域としても大変助かる。 

→ご指摘の防犯関係については、施策の大きな柱の一つである「快

適な環境で安心して持続的に暮らせるまち」に位置づけられて

おり、防災・減災を含めた安全対策の事業として進めている。

その中で、防犯灯の設置などの取り組みも共有し、具体的に対

応していきたいと考えている。（事務局） 

 

○  安全・安心なまちづくりについては、市が毎年 12 地区を順に回っ

て防災訓練を実施しており、非常に役立つと感じた。ただ、訓練

の内容がほぼ同じで、改善点や新たな工夫などが十分に反映され

ていないように思う。マニュアルの見直しを行うなどして、災害

時にはすぐ活用できるような仕組みづくりが必要だと感じる。特

に、地域の区長や副区長だけで対応するのは難しい面もあるため、

より機動的に動ける体制を整えてほしい。 

また、行政協力員制度についても課題を感じる。行政協力員は広

報や市との連絡役を担っているが、組織を持たないため、区長や

自治会長との連携が弱い。実際には区長が中心となって地域を動

かしており、行政協力員と区長が連携することで、より効果的な

情報伝達や事業推進ができるのではないかと思う。他の自治体の

運用事例なども参考にしながら、この制度を見直し、地域の熱意

をうまく生かせるような仕組みを検討してほしい。 

→ご指摘の点については、各地区で毎年積み重ねられているノウ

ハウを横展開していくことが重要だと認識している。今後は防

災安全課とも連携し、各地区で得られた気づきや経験を共有し

合える仕組みづくりを進めていきたいと考えている。また、自

治会に関しては、総合計画の第 2 の柱のうち「みんなが認め合

い、支え合う地域社会の実現」で、地域コミュニティの強化を
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施策として位置づけている。今後は、地区協議会や自治会など

地域組織との連携を深めながら、それぞれの地域の実情を踏ま

えた形で取り組みを進めていきたいと考えている。（事務局） 

→地域のつながりづくりという観点から、小学校区単位での活動

はとても重要だと感じる。防災訓練とお祭りは一見別の取り組

みに見えるが、いずれも地域のつながりを保つという点で共通

しており、まちの防災力や支え合いの基盤にもなる。子育て期

を終えると PTA などの関わりが薄れてしまい、地域とのつなが

りが途切れることが課題になっているため、そうした人たちが

再び地域と関われる仕組みをつくることが大切だと思う。PTA や

学校などがうまく連携し、校区単位で世代を超えて交流できる

場を設けることで、健康づくりも地域ぐるみの活動として広げ

ていける。総合計画でも、こうした地域コミュニティの再構築

や、学校・PTA・地区協議会の連携促進に向けた仕組みづくりを

検討していくことが有効だと考える。（会長） 

 

 

○  現在は行政協力委員と区長の役割が重なっている地域もあれば、

そうでない地域もあり、体制が統一されていない。自分の地区で

は区長会議が存在せず、そのため以前の行政改革推進審議会の場

でも、新たに組織を設けてほしいと提案した。PTA についても、12

地区のうち 8 校のみで活動が続いている現状がある。区長の負担

がますます大きくなっており、区長同士の情報共有や連携を図る

ためにも、区長の連絡協議会のような組織を正式に整備し、継続

的に機能する仕組みを作ることが必要だと考える。 

 

○  自分の住む井手川地区では、子ども会が減少しており、その活動

も維持が難しくなってきたため、地区協議会の中で子どもを地域

の組織に取り込む取り組みを昨年から始めた。他の地域にも参加

を呼びかけ、全体で子ども会を支える形にしようとしており、具

体的な成果や進捗については今後確認していきたいと考えている。 

→地域の皆さんが主体的にアイデアを出していくことが何より大

切だと感じる。他地区との交流が難しい面もある中で、同じ地

区内で世代や立場を超えてつながることに意味があると思う。

子ども会の取り組みなどはとても良いアイデアであり、公民館

と学校が連携して実施することで、地域全体に良い効果が広が

ると期待している。 

 今年の夏は危険なほどの暑さで、屋外での活動がほとんど難し
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い状況だった。そのような時こそ公民館の活用が有効だと思う

が、子どもたちは公民館を利用した経験がほとんどなく、親世

代も足を運んだことがないのが現状だと感じる。荒尾市では学

校と公民館の連携が比較的取りやすいと思うので、両者が協力

して子どもの活動の場を確保する仕組みを整えることが大切だ

と考える。ぜひ今後の検討をお願いしたい。（会長） 

 

○  子育て世代かつ医療現場で働く立場から見ると、職場環境の課題

が大きいと感じる。出産を機に正社員からパート勤務へ切り替え

る人が多い。結果、収入面から 2 人目の出産を諦めるケースも少

なくない。医療や福祉の現場では女性の就業割合が特に高いため、

企業に対して働き方の見直しや子育てとの両立を支援するような

仕組みを行政からも働きかけていくことが大切である。女性が安

心して働き続け、子どもを産み育てられるまちにしていくことが、

重要だと感じる。 

→女性が働きやすい環境を整えることはもちろん大切だが、それ

を支える男性側の理解や協力も不可欠であり、双方が尊重し合

ってこそ持続可能な働き方が実現できる。企業へのアプローチ

についても、これまでのように子育て世帯への支援だけでなく、

企業側への働きかけを強化することが有効である。働きやすい

職場づくりに積極的な企業を「優良企業」として表彰したりす

ることで、企業全体の意識改革や参加を促すことができる。こ

うした仕組みを検討し、行政としても積極的に後押ししていく

ことが大切だと思う。（会長） 

→子育てや働き方に関する支援は重要である一方で、今後は企業

も含めた地域全体で子どもを育てるまちづくりを進めていくこ

とが大切だと考えている。そのためにも、企業側へのアプロー

チを強化していくことが重要だと思う。（事務局） 

 

○  特に気になるのは、介護や医療現場における深刻な人手不足であ

る。ハローワークでも大きな課題で、労働条件の厳しさから人が

集まりにくい状況にある。人材確保のためには、市や外部機関な

どと連携しながら、現場への支援を進める必要があると感じる。 

また、若い世代の就職についても課題があると感じている。都市

部に行かないとできない仕事がある一方で、地元や近隣地域にも

多様な企業が存在していることを若者が十分に知らないことが離

職や転出につながっているのではないかと思う。ハローワークで

は高校 3 年生向けに地元企業を知る面接会を開催しているが、例
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えば小中学校のうちから地域の産業や職業について学ぶ機会を増

やすことで、地元で働く若者が増えるのではないかと感じている。 

→荒尾市での働き方の可能性を、若い世代にもっと具体的に伝え

ていくことが大切だと感じる。熊本市まで行かなくても、地域

の中で多様な仕事やキャリアが築けるということを知ってもら

う機会を増やすべきだと思う。 

看護や介護の人材確保は大きな課題であり、高卒・大卒それぞ

れの進路で人材の重なりが生じている現状がある。そうした中

で、高校生が地元の職場を直接見て学ぶ取り組みは非常に有効

であり、実際に働くイメージを持つことができる。（会長） 

 

○  皆さんの意見から、荒尾市のまちづくりには部分と全体の両方の

視点が必要だと感じた。地区ごとの特徴を踏まえつつ、玉名など

を含む広域的な連携や、転入促進に向けた情報発信を計画に組み

込むことが大切だと思う。特に、地区ごとに高齢化の進行度が異

なり、75 歳以上の人口が多い地域では介護や医療の需要が高まっ

ているため、そうした地区別の実態を丁寧に把握し、大学などと

連携して分析や対策に取り組むことも有効である。 

また、出産年齢の上昇により、子育てと親の介護が重なるダブル

ケアが増えることも想定される。若い世代が働きやすい職場環境

を整えるとともに、親世代の介護や生活支援を含めた一体的な支

援体制の整備を市全体で進めていくことが、今後の持続的な地域

づくりに繋がると感じる。 

→ケアは相手の声に耳を傾け共に考える姿勢が必要であり、これ

は地域づくりや雇用の在り方にも通じる。一方的に発信しても

響かず、「一緒にこういうまちをつくりましょう」という姿勢が

大事だと思う。 

 市の中でも地域で状況や課題が大きく異なるため、地域ごとの

多様性を尊重し、「荒尾市にはいろんな色があっていい」という

考えを総合計画に反映してほしい。地域間のバランスを意識し

たまちづくりが求められる。 

さらに、総合計画は専門的な内容になりがちだが、概要版を中

学生でも理解できる内容にすることが重要である。概要版を通

じて公民館などで周知・議論が進むようにし、各地区が自分た

ちでアクションプランを考えられる仕組みにしていくことが大

切である。すべてを行政が決めるのではなく、地域の人が主体

的に動けるような計画にしていくことが理想だと思う。（会長） 
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○  企業誘致は一定の成果を上げている一方で、地元の若者が市外へ

就職する傾向が続いており、地場産業の高齢化や後継者不足が深

刻化している。大企業であれば広く人材を集められるが、中小企

業ではその余裕がなく、人手確保がより困難な状況にある。そし

て、賃上げの流れによって人材確保がさらに難しくなっている。

中小企業は経営基盤に余力がないケースも多いため、市としても

具体的な施策を検討していただきたい。企業誘致は重要だが、同

時に今ある企業をどう支えるか、という視点も欠かせない。地域

の雇用を守るためにも、中小企業への支援強化を期待している。 

→企業誘致はどうしても昔ながらの地方創生の手法のように感じ

られ、今の時代にはそぐわない面もあると思う。むしろこれか

らはウェルビーイングの考え方のように、やりがいを感じられ

る働き方や、一次産業や地場産業をどうつないでいくかといっ

た方向に進むべきではないか。熊本では TSMC の進出が成功した

ことで「やはり企業誘致が大事だ」という流れになっているよ

うにも見えるが、本当にそれでよいのか疑問がある。人口減少、

特に若年層の減少が進む今こそ、誘致一辺倒ではなく、持続可

能な地域のあり方を考える必要があるのではないかと思う。（会

長） 

 

○  デジタル人材の育成については小中高の段階から取り組まれてい

るのか気になる。工夫次第でベンチャー企業を立ち上げられるよ

うな可能性があるのではないか。 

→デジタル人材の育成も含めて、荒尾市がそれをどう実現できる

かが鍵だと思う。今の子どもたちはデジタルネイティブで高い

能力を持っているが、挑戦に慎重な傾向がある。自由にやって

みようと言っても戸惑う若者が多い。そのため、本当に必要な

のは「人材育成」だと感じる。リーダーシップだけを重視する

のではなく、人を支える「フォロワーシップ」を育てることも

大切である、それぞれの役割や生き方を尊重し、幅広い人材が

活躍できるまちづくりを目指すべきだと考える。（会長） 

 

○  最近テレビで、若い世代が悩みの相談先として AI と答えているの

を見て驚いた。今のように AI が身近になっている状況の中で、若

い人たちが悩みをどう共有し、どう支え合うかを考える必要があ

ると思う。AI に頼る傾向が強くなっている今だからこそ、若者が

人とのつながりの中で、支え合えるようなコミュニケーションの

場づくりが求められていると感じる。 
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→まさにその通りで、AI をうまく使いこなせるかどうかがこれか

らの時代では大事である。荒尾市では、AI を活用しながらも失

敗しても認められる文化を育むことが何より大切である。地元

出身者だからこそ理解できる空気や人との関係性があり、それ

は外から来た人には簡単に真似できない強みになる。高校まで

は地元でしっかり学び、その後に一度外に出ても、戻ってこら

れるまちにしていくことが理想だと感じる。（会長） 

→デジタル人材の育成については、有明高専で半導体関連の教育

が進められており、「サーキットデザイン教育センター」を設置

して実践的な学習が行われている。（事務局） 

 

○  再就職支援に携わっており、地元で働きたいという人が多い。特

に 40 代以降の人たちが中心で、通勤できる範囲での雇用を望む声

が強い。交通の便の悪化も課題であり、地元で働ける環境づくり

の必要性がみられる。また若い世代では転勤を嫌う傾向が強く、

勤務地を選べる制度を導入したら応募が増えた例もあった。事例

として、親の介護などで地元に戻る人も多く、再就職訓練と移住・

定住施策をつなげられないか。暮らしやすい地域だと感じており、

中学生の段階から地元企業の魅力を知ってもらうこと、そして親

も一緒に理解して応援できるような働きかけが大切である。 

→ここ 10 年で学生の就職観は大きく変わってきている。日本だけ

がいまだに新卒一括採用にこだわっているが、今は多様な形が

当たり前になってきている。高専なども人をしっかり伸ばして

おり、これからは多様な働き方や学び方を支援できる地元が強

くなると思う。（会長） 

 

４．その他 

吉田課長が、議事録を市ホームページに掲載するに当たり、内容の確認

について協力を依頼した。次回、審議会の予定について１２月下旬頃に予

定。 

 

５．閉会 

  吉田課長が、閉会を宣言した。 
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令和７年度 第３回荒尾市総合計画審議会 委員名簿  
 分野 団体名 役職名 氏名 備考 

1 

学識経験者 

熊本大学 工学部建築学科准教授 田中 尚人  

2 九州看護福祉大学 リハビリテーション学科教授 中野 聡太  

3 有明工業高等専門学校 校長 八木 雅夫 欠席 

4 

経済 

荒尾商工会議所 会頭 髙木 洋一  

5 一般社団法人荒尾市観光協会 会長 丸尾 淳一  

6 玉名農業協同組合荒尾市総合支所 担当理事 迎 五男  

7 荒尾漁業協同組合 代表理事組合長 西川 幸一 欠席 

8 金融 肥後銀行荒尾支店 支店長 原田 晃志 欠席 

9 デジタル 一般社団法人九州テレコム振興センター 専務理事 広岡 淳二 欠席 

10 労働団体 連合熊本肥後有明地域協議会 議長 馬場 清治  

11 雇用 玉名公共職業安定所 所長 中村 由紀  

12 職業訓練 
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

熊本支部熊本職業能力開発促進センター 
荒尾訓練センター長 坂本 和隆  

13 教育 荒尾市教育委員会 教育長 浦部 眞  

14 医療 荒尾市三師会（荒尾市医師会） 会長 伊藤 隆康 欠席 

15 スポーツ 荒尾市体育協会 会長 松尾 州裕 欠席 

16 文化 荒尾市文化協会 会長 井上 泰秋  

17 住宅 熊本県宅地建物取引業協会荒尾支部 支部長 下田 次郎 欠席 

18 結婚 
有明広域行政事務組合 

（荒尾・玉名地域結婚サポートセンター） 
総務課長 隈部 啓司 

長田 享 

（代理出席） 

19 福祉 荒尾市社会福祉協議会 会長 丸山 秀人  

20 

市民団体 

荒尾市子ども会連合会 会長 橋本 誠剛  

21 荒尾市老人クラブ連合会 副会長 辛島 正春  

22 男女共同参画ネットワークあらお － 坂田 尚子  

23 

住民代表 

荒尾市行政協力会 会計 林 一夫 欠席 

24 荒尾市地区協議会会長会 会長 河部 啓宣  

25 荒尾市女性人材バンク － 塚本 直子  

26 公募委員 － 嶋村 秀則  

27 公募委員 － 本田 良子  

28 公募委員 － 堤 健  

29 熊本県 県北広域本部玉名地域振興局 局長 坂口 啓介  

30 行政 荒尾市 副市長 石川 陽一  

※敬称略、順不同  


